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育苗期病害（細菌病類、ばか苗病） 

発 生 の 動 向 

１ 細菌病類（育苗期：もみ枯細菌病・苗立枯細菌病） 

（１）本病は育苗期の高温により発生が助長される病害であり、近年は育苗期の気温が高く推移する年が多いた

め、発生面積は増加傾向にある（図１、２）。 

（２）令和７年は、４月の気温が平年より高い予報であったため、発生速報を発表した。これを受けて各地域で

育苗期間中の温度管理が徹底された結果、発生面積は平年よりやや少なかった（図１）。 

（３）令和７年は籾の感受性が高い出穂・開花期に降雨があったため、籾におけるもみ枯細菌病菌の検出率は直

近10年間で最も高かった（図３）。加えて、令和８年４月の気温は平年より高い予報（２月 24日仙台管区気

象台発表）であるため、細菌病の多発が予測される（２月13日発表病害虫発生予察情報注意報第１号）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ばか苗病 

（１）育苗期における発生量は、生物農薬や温湯消毒の普及に伴い平成20年に増加したが、平成23～27年にかけ

てＤＭＩ剤による種子消毒が広域的に実施され減少した。平成28年からは、生物農薬とＤＭＩ剤による防除

が２年おきに広域で実施されており、発生圃場率・程度とも低水準で推移している（図４）。 

（２）令和７年の育苗施設におけるばか苗病の発生箱率は0.74％（平年0.48％）で平年よりやや高かったが（図

４）、本田における発生圃場率は2.7％（平年8.1％）で平年よりやや低かった（図５）。 

（３）本年は、化学農薬（ＤＭＩ剤）による消毒済み種子が広く使用される予定であるが、自家採種した種子の

使用や、催芽・出芽及び緑化時の低温等の管理不良によってばか苗病が多発する場合があるので注意が必要

である。 

図１ 細菌性苗腐敗症の発生・被害面積の年次推移

（市町村別病害虫防除実績） 

※ 平年：Ｈ27～Ｒ６の10年間の平均値 

 

図３ 籾におけるもみ枯細菌病菌の検出率の年次推移 
  ※ 各年次下の（ ）内は検体数 

※ 平年：Ｈ27～Ｒ６の10年間の平均値 

図２ ４月の最高気温の平年差（北上アメダス） 

※ 平年：アメダス平年値（1991～2020年の30年間の平均値） 
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防 除 対 策 
 
１ 共通事項（表１） 

（１）種子更新を必ず行う。自家採種はしない。 

（２）消毒済み種子は、テクリードＣフロアブル又は生物農薬（タフブロックＳＰ）が吹付け処理されている。

浸種する際は、薬剤の流亡を防ぐため、水のかけ流しはしない。また水換えの時は、種籾をゆすらないよう

にし、水を入れる時は種籾に直接流水が当たらないようにする。 

（３）生物農薬は、催芽、出芽及び緑化時の低温によって防除効果が低下する場合があるので、加温出芽を行う

とともに、緑化に際しては被覆資材等による保温に努める。 

（４） テクリードＣフロアブルは、水温が低いと初期生育が遅れることがあるので、適切な温度、水管理を行う。 

（５）温湯消毒を行う場合は、使用する機械に定められた処理量、温度、時間を厳守する。 

（６）催芽・出芽時は、催芽・出芽器内の温度を実測して30℃を超えないように管理する。 

（７）育苗期は、ハウス内の温度を実測して管理（日中20～25℃）を徹底し、緑化後のハウス温度は25℃を超え

ないようにする。 

２ 細菌病類 

〇２月13日発表の病害虫発生予察情報 注意報第１号（細菌病類）も参照すること。 

（１）育苗期、特に緑化・硬化中の被覆による温度管理に注意する。 

（２）プール育苗は、細菌病類の発生を抑制するのに効果的である。 

（３）イソチアニル粒剤（箱施用剤）の播種前又は播種時（覆土前）処理を併せて実施すると防除効果が高ま

る。 

３ ばか苗病 

（１）伝染源になるので、種子予措や育苗に稲わら、籾殻等を資材として使用しない。 

（２）育苗中の発病苗は、土中に埋める等して処分する。また、生物農薬や温湯消毒による種子消毒では育苗期

に発病しなくても、移植後に発病する場合があるので、本田内をよく観察し、発病株を見つけた都度株ごと

抜き取り、適切に処分する。 

図４ 育苗施設巡回調査におけるばか苗病発生箱率の年次推移（５月上旬） 
※ 各年次下の（ ）内は施設数 

※ 平年：Ｈ27～Ｒ６の10年間の平均値 

 

図５ 本田におけるばか苗病発生圃場率の年次推移（７月前半） 

※ 平年：Ｈ27～Ｒ６の10年間の平均値 
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いもち病 

発 生 の 動 向 

１ 近年、箱施用剤の普及等により、感染好適条件の広域的な出現が繰り返されても葉いもちが多発する年は少

なくなってきている。その一方で、上位３葉などに形成された葉いもちが重要な伝染源となり、穂いもちの多

発につながる事例がみられている。 

２ 令和７年の葉いもちは、６月中旬から感染好適条件が全県的に出現したため、７月上旬から県南部を中心に

広く発生が見られた。しかし７月中旬以降が高温少雨で推移したことから、８月前半における発生圃場率は

6.8％（平年12.2％）で平年よりやや低かった（図１）。 

３ 令和７年の穂いもちは、重要な伝染源となる上位３葉における葉いもちの発生量が平年より少なかったこと

に加え、出穂期が高温少雨で経過したため、収穫期における発生圃場率は18.9％（平年28.4％）で平年よりや

や低かった（図１、２）。 

４ 種子消毒実施率は高いが、箱施用剤による葉いもちの防除面積率や穂いもちの防除面積率が長期的に減少傾

向（図３、４）であることから、上位３葉への葉いもちの発生には特に注意が必要である。 

５ 平成15年のように幼穂形成期から出穂期にかけて低温で経過した場合や、令和４年のように出穂期以降に多

雨寡照となる場合には、葉いもちが少発生であっても穂いもちが多発する可能性があるため、気象経過や水稲

の生育状況等をよく把握し、追加防除の体制を整える必要がある。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 対 策 

種
子
予
措 

塩水選 
○充実した種子を確保するため、可能なものは実施。ただし、消毒済種子の場
合は、薬剤流出の危険があるため、実施しない。 

浸 種 
○１２～１５℃とし、１０℃以下にならないようにする。消毒済み種子の場合
は、水換えは種子に付着した薬剤が落ちないように注意して静かに行う。 

催 芽 

○２８～３０℃を厳守する。過度の加温や長時間の催芽は発病を助長するの
で絶対に行わない。 
○健全種子への感染拡大を防ぐため、水を強制的に循環させる装置を用いた
催芽（循環式ハト胸催芽器等）は行わない。樽などを容器内に設置して種籾を
入れ、催芽水を直接循環させないよう工夫すること。 

育   
苗
期 

播 種 ○所定の播種量を厳守する。 

出 芽 
○出芽器の庫内温度は３０℃を厳守する。過度の加温は発病を助長するので、
絶対に行わない。 

ハウス温度 
(慣行・プー
ル育苗共通) 

○緑化期の温度管理（日中２０～２５℃）を徹底すること。 
○緑化後は育苗ハウス及びトンネルの開閉をこまめに行い、育苗温度は２５℃
を超えないよう管理する。 

かん水 
(慣行育苗) 

○過かん水は発病を助長するので絶対しない。 

プール育苗の
水管理 

○緑化終了後２～３日以内に入水しないと細菌病類の抑制効果が期待できな
いので注意する（生育揃いを考慮して水深は培土表面より下とする）。 
〇２葉目が出始めたら十分な湛水深を確保する（水深は培土表面より上）。 

図１ 葉いもちと穂いもちの発生圃場率の年次推移 

 （左棒：葉いもち（８月前半）、右棒：穂いもち（収穫期）） 

※ 平年：Ｈ27～Ｒ６の10年間の平均値 

※ 葉いもちが発生程度中以上の圃場は確認されなかった 

 

図２ 上位３葉における葉いもち発生圃場率 

の年次推移（８月前半） 

※ 平年：Ｈ27～Ｒ６の10年間の平均値 

 

表１ 育苗作業・管理工程ごとの対策一覧 
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防 除 対 策 

１ 育苗期：稲わら、籾殻等は伝染源になるので、作業室や育苗ハウス及びその周辺に置かない。また、育苗箱

では種籾が露出しないように覆土を十分に行う。 

２ 移植時：取置き苗の発病は葉いもちの早期発生とその後の多発に直結するので、取置き苗は適切に処分する。 

３ 葉いもち防除：葉いもち予防粒剤（箱施用剤、水面施用剤、投げ込み施用剤）を施用した場合でも、圃場を

観察し早期に発生を確認したら、直ちに茎葉散布を行う。 

４ 穂いもち防除：葉いもちが発生した場合、穂いもち予防粒剤による防除だけでは不十分な場合がある。また、

葉いもちの発生が見られない場合も、穂ばらみ期の低温や出穂期以降の連続降雨等により、穂いもちが発生す

る場合がある。こうした場合は、茎葉散布による追加防除が必要となるため、追加防除の体制を整える。 

 

※ 品種別の留意点 

・「ひとめぼれ」：穂いもち防除を省略した場合、上位葉に葉いもちがわずかでも発生すると穂いもちが多発し減

収する可能性があるので、必ず追加防除の体制を整える（平成26年度試験研究成果を参照）。 

・「銀河のしずく」「いわてっこ」：平常の気象条件では箱施用剤による葉いもち防除を実施することで穂いもち防

除を省略できる（平成18、28年度試験研究成果を参照）。 

 

紋枯病 

発 生 の 動 向 

１ 紋枯病は、平成27年以降発生圃場率が高い状態が続いている。また近年は、７月の高温や多雨により早期発

生が助長され、７月の発生圃場率・程度とも高くなる傾向がみられる。 

２ 令和７年は前年の発生量が多く伝染源量も多かったことに加え、７月が高温で推移したことから、７月後半

の発生圃場率は平年よりやや高かった（図１）。しかしその後の降水量が少なく、一部地域では干ばつが発生し

たことから水平進展が抑制されたため、収穫期における発生圃場率は66.2％（平年77.2％）で平年よりやや低

いものの、平均発病度は9.5（平年9.8）で平年並だった（図２）。 

３ 伝染源は罹病株上に形成され圃場内に落下した菌核であり、前年多発した圃場では本年も発生すると予想さ

れるため、注意が必要である。 

４ 近年、紋枯病を対象とした薬剤防除はほとんど行われていない（箱施用剤：1.8％、本田防除：3.0％、令和

７年度市町村別病害虫防除実績）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 葉いもちの防除面積率の推移 

（市町村別病害虫防除実績） 

図４ 穂いもちの防除面積率の推移 

（市町村別病害虫防除実績） 
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防 除 対 策 

１ 耕種的防除 

（１）前年の被害わらで越年した菌核が伝染源となるので、代かき時に水面に浮上して畦畔に吹き寄せられたゴ

ミごと菌核をすくい取り、圃場外へ持ち出す。 

２ 育苗箱施用による防除の場合 

（１）常発地では箱施用剤による防除も有効である。箱施用剤を施用することで翌年度以降の被害発生リスクは

低下する。 

（２）箱施用剤による紋枯病防除を中止した２年目以降、９月収穫期の発生程度が高い（発病度10以上）場合に

は翌年防除を実施する。 

３ 本田での防除の場合 

（１）穂ばらみ末期（７月末～８月上旬）に畦畔際を調査し、発病株率が早生～中生種で15％、晩生種で20％以

上の場合は必ず防除する。 

（２）茎葉散布で紋枯病を主体に防除する場合は、出穂７日前～出穂直前の散布が最も効果的である。薬剤は株

元に十分散布する。 

（３）水面施用剤の場合は、穂ばらみ期以降の施用では効果が低下するので、施用時期に注意する。 

４ いもち病との同時防除 

  穂いもち防除剤のうちＱｏＩ剤（オリブライト剤やアミスターエイト）は、紋枯病にも効果がある。ただし、

耐性菌の発生リスクが高いため、年１回までの使用とする。 

図２ 紋枯病の発生圃場率の年次推移（収穫期） 
※ 各発生程度の基準：甚（発病度71以上）、多（〃 41～70）、 

中（〃 21～40）、少＋（〃 10～20）、少－（〃 0～9） 

※ 平均発病度＝各圃場の発病度／発生圃場数 

※ 平年：Ｈ27～Ｒ６の10年間の平均値 

※ 翌年防除要否の目安（収穫期の発病度10～20）に応じ、「少」を細分化 

 

図１ 紋枯病の発生圃場率の時期別推移（７月後半） 
※ 第４葉鞘以下の発病を含む 

※ 平年：Ｈ27～Ｒ６の10年間の平均値 
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斑点米カメムシ類 

発 生 の 動 向 

１ 令和７年の巡回調査（すくい取り調査：往復20回振）において、斑点米カメムシ類の発生圃場率は、水田畦

畔では、６月中旬から７月後半まで平年並～やや高く推移した（図１）。 

本田では水稲出穂直前の７月後半および穂揃い期前後の８月前半が高かったが、収穫期は平年をやや下回っ

た（図１）。 

２ 発生圃場における年間平均虫数は平年よりやや多く、アカスジカスミカメがその大半を占めていた（図２）。

また、ホソハリカメムシが平年より多かった（図２）。 

３ 斑点米の発生圃場率は40.5％（平年57.9％）、発生程度中以上（混入粒率0.1％超）の発生圃場率は9.5％（平

年25.4％）でいずれも平年より低かった（図３）。また、発生圃場における平均斑点米混入粒率は0.16％（平年

0.33％）で、平年よりやや低かった（図３）。 

４ 斑点米の加害部位別では、側部加害の割合が全体の28.2％（平年58.8％）、割れ籾の発生率は6.0％（平年10.5％）

で、いずれも平年よりやや低かった（図４）。 

５ ７月後半に水稲が未出穂の本田であっても、圃場内にホタルイやシズイの発生が見られるところでは、カメ

ムシ類の発生圃場や発生量が多い傾向にあった（図５）。 

６ 収穫期のすくい取り調査（往復20回振）において、斑点米カメムシ類の発生が確認された圃場では、斑点米

の発生程度が高い傾向にあった（図６）。 

７ 前年収穫期にカメムシ類の発生量が多かったところでは、越冬世代の発生量も多くなると推察される。 

また、畦畔のイネ科雑草や本田内で雑草（イヌホタルイ、シズイ、ノビエ）が発生している圃場では、斑点

米の発生リスクが高くなるので注意が必要である。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 斑点米カメムシ類の発生圃場率の時期別推移（すくい取り往復20回振） 
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図２ 斑点米カメムシ類年間平均虫数の年次推移 

（すくい取り往復20回振） 
※ 年間平均虫数：６月中旬・７月前・後半、８月前半の畦畔と本田、収

穫期の本田、計９回の対象のすくい取り調査における総捕獲虫数÷延
発生圃場数 

0

4

8

12

16

20

H27 28 29 30 R1 2 3 4 5 6 7 平年

年
間
平
均
虫
数(

頭)

／
発
生
圃
場

        
                
          

図３ 斑点米の発生程度別圃場率の年次推移 

（収穫期、玄米粒厚 1.9mm以上） 
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図７ 畦畔除草の実施内容と畦畔のカメムシ発生圃場率 

との関係（令和６年７月後半、すくい取り往復20回振） 

※ 刈り残し有：畦畔や圃場侵入口の一部に出穂したイネ科雑草が存在している状態 
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図６ 斑点米カメムシ類の発生と斑点米発生圃場率との

関係（令和７年収穫期、本田すくい取り往復20回振） 

図８ ノビエの程度別発生圃場率の年次推移 

（令和７年収穫期） 
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写真1 水田畦畔等の雑草管理状況  
※ 畦畔や圃場侵入口等でイネ科雑草の刈残しがあるところは、斑点米カメム 

シ類の重要な発生源となるため、地域的な雑草管理が重要となる。 

図４ 斑点米の加害部位別構成割合と 

割れ籾発生率の年次推移 
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図５ 水田内雑草（シズイ・ホタルイ）発生有無と水田内 

の斑点米カメムシ類発生圃場率との関係 

（令和７年７月後半、本田すくい取り往復20回振） 

※調査時に水稲が出穂期に達していた２圃場はデータから除外． 
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防 除 対 策 

斑点米カメムシ類の防除は、薬剤防除のみに頼らず、以下に示す耕種的防除により発生源対策を行い、斑点米

カメムシ類の発生密度を抑制することが重要である。 

薬剤防除については、今後発表する発生予察情報等に注意し、発生状況や圃場環境に合わせて適期に行う。 

 

１ 耕種的防除 

（１）農地利用上の対策 

ア 水田に隣接する転作圃場は、なるべくイネ科以外の作物を作付ける。 

イ 牧草地は、なるべく集団化した上、斑点米カメムシ類の発生源となりにくい草種に換える。 

（２）畦畔雑草対策 

ア アカスジカスミカメの水田畦畔密度を低く維持するためには、以下によりイネ科雑草、特にイタリアン

ライグラス、スズメノカタビラを出穂させない管理が重要である。 

（ア）５～６月：アカスジカスミカメ越冬世代幼虫ふ化盛期に合わせて幼虫の生息場所である水田畦畔、周

辺の牧草地、雑草地、農道の雑草を地域一斉に刈り取る。草刈りの実施時期の目安は（越冬世代幼虫ふ

化盛期前後５日間）、県中南部が５月中旬～下旬、県北部は６月上旬と推定されるが（令和５年度試験研

究成果参照）、本年の気象経過により変動するので、今後発表する病害虫発生予察情報等を参考とする。 

（イ）７月：水稲出穂期の15～10日前までに水田畦畔や周辺の雑草を地域一斉に刈り取る。草刈りが実施さ

れた場合でも、イネ科雑草の刈り残しが見られる畦畔では、斑点米カメムシ類の発生量が多い傾向にあ

るので、徹底して刈り取る（図７、写真１）。 

イ 水稲出穂期以降に畦畔の草刈りを行う場合は、基本防除（穂揃期１週間後）後おおむね１週間以内（残

効期間内）に行う。 

（３）本田内雑草対策 

ア 本田内にノビエ、イヌホタルイ、シズイ等の雑草が発生している圃場では、これらの雑草が斑点米カメ

ムシ類の発生源となるので（図５）、本田内の除草に努める。特に、近年、収穫期におけるノビエの発生が

目立つので除草を徹底すること（図８）。 

 

２ 薬剤防除 

（１）防除は畦畔を含めて必ず圃場全体を対象とし、以下のとおりとする。 

ア 茎葉散布による基本防除は水稲穂揃期の１週間後に実施する。 

イ 以下のような圃場では、上記の基本防除に加えて穂揃期２週間後の追加防除が必要である。なお、穂揃

期１週間後にジノテフラン剤を使用した圃場では、約２週間の残効が見込まれるため、追加防除は穂揃期

３週間後に実施する。 

（ア）水田周辺に出穂・開花中のイネ科植物を含んだ発生源があり、斑点米カメムシ類の発生密度が高い

場合。 

（イ）本田内にノビエ、イヌホタルイ、シズイ等の雑草が多発している場合。 

（ウ）割れ籾の多い品種（あきたこまち等）や圃場の場合。 

 

※例年割れ籾が少ない「ひとめぼれ」や「銀河のしずく」においても、減数分裂期の低温（７月下旬）と

登熟期間（８月中旬～９月上旬）の高温という気象は、割れ籾の発生が多くなる要因となり、特に両期間

がその条件となった場合は、割れ籾が多発する可能性が高くなる。 

よって、割れ籾の発生が少ない品種でも、７月下旬が低温で経過した場合、気象予報を確認し、登熟期

間が高温で経過することが予想される場合は追加防除を検討する（令和５年度試験研究成果を参照）。 

 

ウ 粒剤による水面施用の場合は、穂揃期から穂揃期１週間後に実施する。なお、粒剤は発生密度が高い圃

場や本田内雑草が多い圃場では使用しない。 

（２）地域一斉に防除すると効果が高い。地域の穂揃期の幅が７日以内の場合、その地域の半数の圃場が穂揃期

に達した時期から約７日後に一斉防除を実施する（平成20年度試験研究成果を参照）。 


